
令和７年９月１日

信越総合通信局

情報通信利用環境セミナーを開催 
～つくろう！守ろう！安心できる情報社会～ 

１ 日時 

令和７年１０月５日（日）１４：００～１６：２０ 

２ 開催方法 

Zoomウェビナーによるオンライン開催とします。聴講は無料です。 

申込者に対してセミナーの参加方法をお知らせします。 

３ プログラム 

・講演１：フェイクニュースに騙されないためにソーシャルメディア時代に 必須のファクト

チェックとリテラシー 

講師 日本ファクトチェックセンター編集長 

  古田 大輔 氏  

・講演２：正しく怖がるインターネット～SNS投稿で失敗しない方法～

講師 国際大学 GLOCOM客員研究員 小木曽 健 氏 

４ 共催 

  総務省信越総合通信局、信越情報通信懇談会 

５ 申込方法 

次の申込みフォーム、二次元コード又は電子メールに必要事項を記載して、９月 26日

(金)17時までにお申込みください。（詳細はチラシをご覧ください。） 

https://forms.office.com/r/44y8kjSAkj 

又は 

s-icc-info9972@shinetsu-icc.jp 

信越総合通信局（局長：鈴木 厚志（すずき あつし））は、信越情報通信懇談会（会長：

中野 敬介（なかの けいすけ））と共催で、デジタル社会において深刻な影響を及ぼしてい

る偽・誤情報に関する動向や総務省が推進する官民連携プロジェクト「DIGITAL POSITIVE 

ACTION」等に関するセミナーを開催します。 



 
【参考】 「DIGITAL POSITIVE ACTION」（デジタル・ポジティブ・アクション） 

インターネットや SNSにおける利用者の ICTリテラシー向上を目指し、プラットフォーム事業

者、通信事業者、IT 関連企業、関連団体との連携の下、総務省が本年 1 月 22 日に発足した官民

連携による意識啓発プロジェクトです。 

 Webサイト URL：https://www.soumu.go.jp/dpa/ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連絡先 信 越 総 合 通 信 局 

情報通信部電気通信事業課 

電 話 ０２６－２３４－９９３６ 

 

https://www.soumu.go.jp/dpa/


14:00
開会

フェイクニュースに騙されないためにソーシャルメディア時代
に必須のファクトチェックとリテラシー
日本ファクトチェックセンター編集長
古田 大輔 氏

14:10
講演①

15:15
講演②

16:15
閉会

情報通信利用環境セミナー

正しく怖がるインターネット～SNS投稿で失敗しない方法～
国際大学GLOCOM客員研究員

小木曽 健 氏

主催者挨拶
総務省 信越総合通信局長 鈴木 厚志

閉会挨拶
信越情報通信懇談会 情報通信利用環境委員会 委員長
（長野県工科短期大学校 教授） 野瀬 裕昭

令和７年 10月 ５日（日） 14:00 ~ 16:20日 時

会 場 オンライン（Zoomウェビナーを使用。ブラウザから聴講できます。）
対 象 中学・高校・大学に在学中の方及び保護者の方や教職員の方、その他、ICTネットリテラシー

にご興味・ご関心のある方々（どなたでも参加いただけます。）

お問合せは：

信越総合通信局 電気通信事業課 TEL 026-234-9936 mail : s-icc-info9972@shinetsu-icc.jp

令和７年度

総務省では、国民一人ひとりのリテラシー向上に向け、官民の幅広い関係者による取組を推進するため、令
和７年１月より、官民連携プロジェクト「デジタルポジティブ アクション」を始動しています。
信越総合通信局と信越情報通信懇談会は、一人ひとりがインターネットについて考え、安心して利用できる
ネット環境を整備することを目的に情報通信利用環境セミナーを開催します。

件名：情報通信利用環境セミナー（10/５）申込み ※申込みの〆切り：９/26(金)まで
必要項目：①所属団体名 / 学校名 ②所属部署名・役職名 / 学部名・学科名・学年 ③所属先の所在地（市

町村名まで） ④お名前 ⑤フリガナ ⑥参加人数 ⑦メールアドレス
⑧入室名（例：○○株式会社 △△ / □□大学 ▽▽）

※個人情報は、本セミナーの参加に関する手続きのみに使用します。

お申込みは：

事前登録が必要です。次の申込フォーム、二次元コード又は電子メールに必要
事項を記載してお申し込みください。

https://forms.office.com/r/44y8kjSAkj
又は
s-icc-info9972@shinetsu-icc.jp

主 催 総務省 信越総合通信局、信越情報通信懇談会

（休憩）


